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現状分析

約453万人
首都直下地震で想定される

帰宅困難者の数
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現状分析

超急性期
…………発災後6~72時間

災害救護活動の負担は増大するが、対処する

ライフラインや公共交通機関などは逼迫し、

初動体制の確立が必要
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現状分析

少しでも空港に

近づいて待とう････

STAY
コンビニとか行きたいし

路上で過ごそう･･･

余震による被害のリスク

・緊急車両の妨げに





















































｜表

題

導

入

背景・きっかけ：

地震調査研究推進本部は、マグニチュード7クラスの首都直下地震が、今後30年以内に約70%の確率で発生すると予想しています。渋谷の学校に毎日通う学生として、「今大規模災害が起こったら、スクランブル交差点は、渋谷駅は、どうなってしま

うのか」ということがとても不安になりました。

私たちの学校には、24%もの都外から通う生徒がいます。そして渋谷には、多くの観光客が集まります。全員の「いつ、どうやって家に帰れるんだろう」という気持ちは、想像以上の大混乱を引き起こしてしまうはずです。

そんな中、帰ることが出来なくなってしまった人は、3日間かならず帰宅困難者受入施設に滞在しなければいけない、ということを知り、衝撃を受けました。すれ違う外国人は、千葉から通うクラスメイトは、そのことを知っているのでしょうか。我

先にと道に出て、余震の被害を受けてしまったり、何より救命のための緊急車両の通行を妨げてしまったり…といったことが想像できてしまうことに、大きな危機感を覚えたのが、この政策を思いついたきっかけです。

そして、そこからアイデアを出したり調査をしたりする中で感じたのが、「どんなに有意義なソリューションであっても、実際に有事の際に当事者たちに届かなければ残念ながら意味をなさない」 ということです。私たち高校生や、観光にきた海外の

人からしたら、自分のいる場所でとられている災害に対する政策というものは、それがどんなに重要なものであっても、決して全てが目に入ってくるわけではありません。堅く、重苦しく感じられてしまう「災害対策」を、より身近に、自分事に感じて

もらうために、なにかもうひと工夫できないだろうか。そう考え、私たちが魅力的だと思うもの、そして海外の人にとっても心が動きやすいもの、という観点から「ポップカルチャー」に着目し、この政策に至りました。

(5) 現状（データ・根拠）

課題： 大規模災害発生時の帰宅困難者の誘導と行政による統制が困難

◇帰宅困難者が溢れかえり、急性期（発災後3日間）における混乱は免れない！

・急性期とは、

・首都直下地震時、約453万人の帰宅困難者が予測されている。※東京都防災会議による被害想定（R4）
・東日本大震災では屋外での帰宅困難者が多く発生し、緊急車両の通行の大きな妨げとなった。本人らにとっても余震などの被害リスクがあり危険。

・帰宅困難者は一時滞在施設に3日とどまらなければならないことの認知度が低い

→日本人

①東京都調査：東京都帰宅困難者対策条例（H25.4 施行）の認知度は年々減少し、46.2%（2016）から 24.0%（2022）
②学生への独自調査：

→外国人

外国人への独自街頭調査（渋谷）：海外からの観光客にとっては、一時避難所の存在すら認知度が低い

◇一時滞在施設における帰宅困難者の統制が困難

・避難所の受付は依然として「紙」が主流で、集計に時間がかかり、個別のニーズ（言語・持病 等）の把握が遅れている。しかしそんな中で、注目すべきこのような例も見られる。

【実例】2024年能登半島地震において、交通系ICカードによる避難者把握が迅速な物資輸送に貢献した

デジタル庁の実例
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今災害が起きたら、

どうなるんだろう...
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現状分析

超急性期超急性期

発災後6時間～72時間のこと

災害救護活動の負担は増大するが、それに対処するライフラインや

公共交通機関などは圧倒的に逼迫しており、初動体制の確立が必要とされている

※東京都保健医療局

首都直下地震時、約453万人の帰宅困難者が予測されている

※東京都防災会議による被害想定（R4）

予想される

帰宅困難者数

予想される

帰宅困難者数

「一斉帰宅」が救急活動を阻む

東日本大震災では515万人が一斉に移動。歩道の混雑は通常の3〜5倍に達し、

歩行者のみならず、初期消火や救急車両の通行を著しく妨げた

※日本地震工学会 

被害・リスク被害・リスク
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同じものだと思っていた
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72時間は移動の自粛が
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知っているが、

3日も待てる

自信がない

17.1%

n=24

日本人 外国人

①東京都調査

東京都帰宅困難者対策条例の認知度は

46.2%（2016）から24.0%（2022）へと年々減少

②10代への独自調査

③外国人観光客への独自街頭調査（渋谷）

近年増加傾向にある海外からの観光客は日本人より

も

認知度が低い

現状分

析

72時間は移動の自粛が

必要と知っていますか？一時滞在施設を知っていますか

？

n=82
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「帰宅困難者は一時滞在施設に

3日とどまらなければならない」ことの認知度が低い

「帰宅困難者は一時滞在施設に

3日とどまらなければならない」ことの認知度が低い



知らない
26.8%

「避難所」と

同じものだと思っていた

50%

知っており、

3日間待機する

つもりだ

      9.8%

知らない
73.2%

知っているが、

3日も待てる

自信がない

17.1%

現状分

析 「帰宅困難者は一時滞在施設に

3日とどまらなければならない」ことの認知度が低い

「帰宅困難者は一時滞在施設に

3日とどまらなければならない」ことの認知度が低い

日本人

①東京都調査

東京都帰宅困難者対策条例の認知度は

46.2%（2016）から24.0%（2022）へと年々減少

72時間は移動の自粛が

必要と知っていますか？

一時滞在施設を知っていますか

？

n=82
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②10代への独自調

査

nishihirashi_kouennshiryou.pdf



知らない
75%

一時滞在施設を知っていますか

？

知らない
100%

72時間は移動の自粛が

必要と知っていますか？

n=24

外国人

③外国人観光客への独自街頭調査（渋谷）

海外からの観光客は日本人よりも認知度が低

い

現状分

析
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「帰宅困難者は一時滞在施設に

3日とどまらなければならない」ことの認知度が低い

「帰宅困難者は一時滞在施設に

3日とどまらなければならない」ことの認知度が低い
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街は東京都外から来た人（=帰宅困難者）で溢れかえる

。

異常事態に人々はパニックに。

そもそも帰宅困難者受入施設に集まらない

そんな中、帰宅困難者受入施設の存在を知らない人が大多数。

（P.5参照）

①帰宅困難者の誘導…発災直後(発災から6時間

)
①帰宅困難者の誘導…発災直後(発災から6時間

)
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・一時滞在施設開設の準備

・避難してくる人々の統制

・帰宅困難者の質問への対応

・外国人観光客対応

・トラブル対応 …な

ど

帰宅困難者受入施設側の負担が膨大

②行政による統制

https://www.tfd.metro.tokyo.lg.jp/content/000033937.pd
f

既存政策(キタコンDX)が普及していない運営側の負担が膨大

11

知っているが、

何もしていない
4%

知らない
96%

n=82
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【しかし！】現状、政策が心に届きにくい

実際に政策が施行されても、

発災時に知られていなければ意味がな

い
私たちの等身大の視点から、

もっと誰もに届く（=誰も取り残さない）よう

な

災害対策を考えたい。

そこでヒントになったのが……12
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ポップカルチャー

→目に留まる、安心感がある

日本特有の文化

サンリオキャラクターを中心とした

13

※サンリオ様へ直接お問い合わせを行い、

現在、前向きにご検討いただいております。
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政策提言内容ー概要

①デジタルサイネージを活用した避難誘導

②帰宅困難者受入施設チェックイン

③パーソナライズされた情報提供



ペルソナ:海外からの観光客、マイクさんの例

⓪ 事前情報登録（任意）

① 発災後、デジタルサイネージによる避難誘導

②帰宅困難者受入施設に到着、チェックイン

③施設にて、パーソナライズされた情報の入手

15

政策提言内容ー概要



⓪情報登録(任意)

16

アレルギー、持病などの情報登録が可能

→先に登録しておくことで、

事案/混乱を防ぐ手立てになるため、

要配慮情報があれば推奨

※登録しなくてもOK

政策提言内容ー具体例
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発災から6時間____

①デジタルサイネージを活用した避難誘導

避難誘導画面の特長

キャラクターによる呼びかけ

→パニック抑制等 精神的サポート

避難誘導用の最適

化
人流や避難所の人口などを

AIが解析

避難所の受入能力などに応じ

サイネージで提示する

帰宅困難者受入施設を調整

安心できる
23% 親しみやすい

63%

ポップカルチャーを使用したポスターは、

使用していないものと比べどう感じるか？

n=82

政策提言内容ー具体例
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帰宅困難者受入施設、到着____

②帰宅困難者受入施設チェックイン

帰宅困難者受入施設に入る際

パスポートをかざす

避難所統括本部

→帰宅困難者受入施設ごとの

実態把握に活用

→要配慮情報などを把握可能

各国大使館

→来日している国民の安全を確認

Succeed

※日本在住の方は

記名式交通系ICカードを使用

情報伝達

政策提言内容ー具体例



政策提言内容 - 具体例
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政策実現のために

インフラインフラ
全受け入れ施設へ

マルチカードリーダーの配布

法整備法整備
災害時限定の

個人情報利用や安否通知に

関する特例合意

・鉄道事業者（交通系IC連携

）

・外務省（パスポート規格）

・エンタメ業界（IP活用）

連携連携

20
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予算（概算）

計約9000万円

5000円×1,310箇所×3台
=

・NFCリーダー配備 19,650,000
円

1台あた

り

都内の一時滞在施

設

1箇所あた

り

・システム連携 30,000,000
円

混雑可視化、避難所データベース

等

・サイネージ災害モード開発 20,000,000
円

多言語表示、

災害切替機能

等

・多言語UI制作 10,000,000
円

英語、中国語、韓国語、やさしい日本語

等

・訓練･広報 10,000,000
円



差別化

キタコンDXとの差
事前登録が不要に

より分かりやすく、使いやすいDXへ進化

新規性
パスポートや交通系ICが起点

→身近なものを使用

→アプリ・登録不要で誰でも使える

改善点
ポップカルチャーを

注目を集め行動に繋げる

「動機づけ」と位置付けた

22



• 避難訓練時の施設到着からチェックイン完了までの平均時間

（アナログとの比較）※デジタル庁で採用

• 東日本大震災比で屋外滞留者数の減少率

（東日本大震災では新宿駅周辺約9000人・池袋駅周辺約3000人など ※警視庁）

• 避難訓練時の安否不明者照会への回答スピードの早さ

• 避難訓練時の心理アンケートで不安感の減少

• 一時避難所認知度の向上（特に外国人観光客）

• 一時避難所の施設運営にかかる職員負担が減少したか(アンケート)

政策評価指標

23

効率的かつ効果的な避難が実現できるか検証



・大阪、京都など多くの観光客が訪れる地域

・電車移動が一般的な地域

・地震や火山など災害の多い他国

広げられそうな地域・国

24



まとめ
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海外の方にアンケートを取る中で、印象的だったの

は日本の災害対策を評価する声

だからこそ、現状では不十分

。
東京を、都民にも、観光客にも優しい場所へ。

この東京モデルを、全世界共通の「あんしん」へ。

全ての人に届くような政策を高校生の声から。



まとめ

新時代の災害対策を、

東京から世界へ！
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